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平成 28 年度 愛知県の障害者雇用施策について 

                                                                                                                                      愛知県産業労働部労政局就業促進課 

事業名及び予算額 主な事業内容 備 考（実績等） 

１雇用促進費 

940 千円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(1)障害者就職面接会の実施 

 (ｱ)学卒障害者就職面接会（10 月） 

  ・県、愛知労働局、公共職業安定所、愛知新卒応援ハローワーク共催 

  ・会場は名古屋市内を予定 

  ・学生は、大学等を卒業後 3年以内の未就職者も対象とする 

(ｲ)一般障害者就職面接会 

・県、愛知労働局、公共職業安定所共催 

・名古屋・尾張地区（9 月及び 2月） 

・三河地区（西三河地区：9月、東三河地区：2月） 

(ｳ)地域での就職面接会 

・ハローワークと共催で地域での就職面接会を実施（半田、岡崎） 
 
(2)障害者雇用促進トップセミナーの開催 

・対象：事業主や人事担当役員等  

・内容：障害者雇用事業所等好事例の紹介など 

 

 

 

 

 

 

 

(3)障害者雇用優良企業等の表彰 

  ・対象：障害者を積極的に多数雇用する企業等（5事業所程度） 

・目的：障害者雇用の一層の理解と周知を行う 

・時期：障害者雇用促進トップセミナー内で実施 

(4)障害者雇用啓発資料の作成・配布 

  ・内容：障害者雇用啓発冊子を作成し、企業や障害者雇用支援機関等に配布 

  ・部数：1,000 部 

 
 
(5)企業等への障害者雇用の要請 

  ・方法：主要経済 4 団体へ森岡副知事、愛知労働局長が直接訪問し、障害者雇用要請を実

施。また、法定雇用率未達成企業に対して、知事、愛知労働局長連名の雇用要請

文を発送 
・時期：労働局の障害者雇用状況発表後、速やかに実施 

 
 

(1)就職面接会 

(ｱ)学卒障害者就職面接会参加状況等(平成 27 年度は平成 28 年 2 月末現在) 

年度 障害者数 企業数 就職者数 就職率 
27 71 人 121 社 13 人 18.3% 

26 87 人 123 社 16 人 18.4% 

25 94 人 135 社 23 人  24.5% 

(ｲ)一般障害者就職面接会参加状況等 
年度 障害者数 企業数 就職者数 就職率 

27（第 2回） 623 人 215 社 － －

27（第 1回） 754 人 217 社 83 人 11.0%

26 1,475 人 444 社 137 人 9.3%

25 1,529 人 428 社 127 人 8.3%

 
(2)障害者雇用促進トップセミナー 

開催日 場 所 参加者数 内  容 

28.1.15 
中区役所

ホール 
408 名 

説明：「障害者雇用の現状と課題への対応について 

＜愛知労働局 職業安定部長＞ 

 

講演：「当社における障害者雇用の取り組みについて」 

＜(株)スズケンジョイナス 代表取締役 馬淵徳彦氏＞

 

講演：法改正にかかる「障害者の差別禁止・合理的配慮

の提供義務」における企業が直面する課題等について 

＜弁護士 櫻井 義也氏＞ 

 

(3)障害者雇用優良企業等表彰 

開催日 場 所 表彰事業所（4事業所） 

28.1.15 
中 区 役 所

ホール 

(株)ジェイテクト、学校法人電波学園、(株)ハスピージャパン、 

わらべや東海(株) 

 
(4)冊子「障害者の雇用のために」 

作成時期 作成部数 内容 配布先 

28 年 3 月 1,500 部
各種助成制度・援助機関の案
内、雇用優良事業所の事例紹介 

県内企業、県民相談室、公共職業安定
所等 

 
(5)経済団体及び未達成企業への雇用要請 

実施日 訪問先団体 要請文送付企業数 

27.12.21 
①県商工会議所連合会 ②県経営者協会  

③県商工会連合会 ④県中小企業団体中央会 

3,029 社 

(26 年度:3,165 社) 
 

資料 2 
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事業名及び予算額 主な事業内容 備 考（実績等） 

２就労支援事業費 

     8,857 千円 
   平成 28 年度拡充事業 

 障害者実雇用率を向上させるため、特に障害者の受入態勢が整っていない中小企業に対し、

障害者雇用の相談対応・助言を行うとともに、職場定着支援を行う。 
 
（１）就労支援者養成・派遣事業 
○障害者就労支援者養成事業 
・社会福祉法人やＮＰＯ法人の運営する障害者福祉施設の職員等を対象として、基本的な一般

就労支援者としての知識・ノウハウを習得させる研修を行い、理解を深める。 
・研修期間：約 6 日、募集人員：30 人 

 ○就労支援者派遣事業： 

・養成研修で育成した就労支援者等を求職中の障害者や就職先の事業所等に派遣し、実践

的な支援活動を行う（支援障害者に同行しての求職申込、企業面接や初期通勤支援、また

職場定着のための訪問支援）。 

・派遣回数：延べ 350 回程度 

 

（２）企業開拓・相談対応事業費 

  就業促進課内にコールセンターを開設し、企業からの相談や支援要請に対応するほか、企

業を訪問しての情報提供、雇用要請、啓発を行い、雇用の場の拡大を図る。 

 

（３）障害者雇用促進調査事業費 

企業訪問から得られた分析結果や専門家の助言を生かし、愛知県の特性に合わせた障害者

雇用の促進に有効な施策の検討・調査を行う。 

（例：障害者に適した業務の選定調査等） 

 

障害者就労支援者養成事業 

・研修期間：7 日、研修修了者：37 人 

 

就労支援者派遣実績 

年度 24 25 26 27（1 月末）

求職活動支援 20 34 11 16

職場実習支援 0 14 6 15

職場定着支援 196 172 158 247

支援回数計 216 回 220 回 175 回 278 回 

(平成 23 年度から平成 25 年度は派遣回数 210 回以上、平成 26 年度は 175 回以上、 
平成 27 年度は 350 回程度) 

３障害者定着雇用奨励金 

39,792 千円 

 

国の「特定求職者雇用開発助成金」の支給終了後も、引き続きその障害者を雇用する中小企

業事業主に対して、県独自の奨励金を支給する。（※国の特開金と併せて 3年間の支給） 

 

 

 

 

※平成 27 年 5 月から国の特定求職者雇用開発助成金の支給期間が延長されたことに伴い、愛

知県障害者定着雇用奨励金を次のとおり取り扱う。 

・平成 28 年 4 月 1 日以降の新規申請の受付は停止。 

・平成 27 年度中に申請をいただいている方で、平成 28 年 4 月以降も支給対象期間が残る方に

ついては、支給期間の満了まで申請できる（ただし、対象労働者を支給期間内において引き

続き雇用している場合に限る）。 

 

 

 

 

 

 

支給区分 支給額（月額） 県支給期間 

重度障害者  7,500 円 1 年

中軽度障害者 5,000 円 1 年 6 月

中軽度障害者（短時間） 3,500 円 1 年 6 月

奨励金の支給(平成 27 年度は平成 28 年 1 月末現在) 

 
 

年度 24 25 26 27 

対象事業主数 589 社 857 社 1,092 社 1,081 社

対象障害者数 892 人 1,354 人 1,607 人 1,683 人

支給額 29,036,500 円 40,717,500 円 47,953,000 円 49,103,500 円
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事業名及び予算額 主な事業内容 備 考（実績等） 

４障害者職業訓練費 

312,769 千円 
(1)施設内訓練 

  障害者に自己の職業訓練に適応する職種に必要な基礎知識と技能を習得させることによ

り、就職及び自立を容易にし、職業の安定と地位の向上を図る。 

  実施場所：愛知障害者職業能力開発校 

  定 員 等：訓練科 5 科、125 人 

  訓練期間：1年 

(2)委託訓練 

(ｱ)障害者の態様に応じた多様な委託訓練【訓練期間 1～3か月、定員 400 人】 

(ｲ)特別委託訓練 

・食品加工科 訓練期間 2年、定員 20 人（知的障害者対象） 

  ・生産実務科 訓練期間 1 年、定員 5 人（精神障害者対象） 

(1)施設内訓練 

訓練科 訓練期間 25定員 25入校者 26定員 26入校者 27定員 27入校者

情報システム科 1年 20 人 10 人 20 人   12 人 20 人 12 人

ＯＡビジネス科 1年 30 人 25 人 30 人 26 人 30 人 26 人

ＣＡＤ設 計 科 1年 30 人 21 人 30 人 15 人 30 人 22 人

デ ザ イ ン 科 1年 30 人 23 人 30 人 25 人 30 人 23 人

総 合 実 務 科 1年 15 人 12 人 15 人 12 人 15 人 15 人

合  計 125 人 91 人 125 人 90 人 125 人 98 人

 ※ 28 年度より情報システム科を廃止し、ＩＴスキル科を新設 

(2)委託訓練（平成 28 年 1 月末現在） 

訓練種別 25定員 25受講者 26定員 26受講者 27定員 27受講者

(ｱ) 委託訓練 400 人 380 人 400 人 322 人 400 人 415 人

(ｲ) 特別委託訓練 25 人 25 人 25 人 25 人 25 人 25 人

合  計 425 人 405 人 425 人 347 人 425 人 440 人

５(技能競技大会開催等事業

費) 

県障害者技能競技大会開催費 

462 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害のある方々の職業能力の開発を促進し、広く障害者に対する社会の理解と認識を

高め、雇用の促進を図るため、昭和４７年から開催している。 

競技成績の優秀な方には、競技種目ごとに金賞、銀賞及び銅賞を授与している。 

また、この大会での金賞受賞者及びそれに準ずる優れた技能を持つと判断された者を、

全国障害者技能競技大会（アビリンピック）の愛知県代表選手として知事が推薦する※。

 

○県障害者技能競技大会 

開催時期：7 月 

場  所：中部能力開発促進センター(ポリテクセンター中部) 

対 象 者：県内の１５歳以上の障害者、開催種目：２２種目（予定） 

主   催：独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構愛知支部、 

愛知県 

開催実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 国際大会の開催年度は、全国大会は開催されません。 

年度 開催日 実施種目 参加申込者数 参加者数 全国大会等派遣者数

27 １２月１９日 １８種目１８部門 １２２人 １２０人 ※ 

26 ７月１９日 １８種目１８部門 １４７人 １４０人 （全国）  21人 

25 ７月２０日 １８種目１８部門 １３８人 １３０人 （全国）  21人 

24 ７月２１日 １６種目１６部門 １２４人 １１８人 （全国） 20人 

23 １０月２２日 １５種目１５部門 １０５人 １０１人 ※ 

22 ７月２４日 １１種目１１部門 ９１人 ８７人 （全国） 11人 

21 ７月２６日 ８種目８部門 ７２人 ６７人 （全国） ７人 

20 ７月２７日 ９種目９部門 ７２人 ６９人 （全国） ６人 

６「障害者ワークフェア」開

催事業費 

6,404 千円 

 

 

全国アビリンピック開催に合わせ実施した「障害者ワークフェア」を、県事業として

継続実施することで、関係者への浸透効果を最大限に生かし、一層の周知を図る。 

開催時期：未定 

開催場所：未定 

開催内容：能力開発・就労支援・職場紹介を中心とした展示・実演 

出展予定：３０企業・団体 

 

開催日 場 所 参加者数 内  容 

28.3.12 

 -3.13 

ナディアパーク

2Ｆアトリウム

／3Ｆデザイン

ホール 

延べ

6,970 名 

職業能力、就労支援、職場紹介を中心にした展

示・実演 

国際アビリンピック壮行会（知事出席） 

トークセッション（知事出席） 

 ・厚生労働省 

 ・ヴィレッジヴァンガード社長 
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事業名及び予算額 主な事業内容 備 考（実績等） 

７精神・発達障害者雇用促進

事業費    
7,973 千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 企業における精神・発達障害者の理解促進を図るための取組みを進め、受け皿となる

企業の開拓に努めるとともに、精神・発達障害者の就職支援や定着支援を継続的に行う。

◎事業内容 

 ・雇用促進勉強会の開催 

 ・障害者フォローアップ交流会の開催 

 ・面接会の開催 

 ・障害者就労支援サポーター事業所の開拓及び紹介 

 ・参加企業・障害者に対するフォローアップ 

 ・事例集の作成 

◎精神・発達障害者雇用促進事業(平成 27 年度) 

○障害者の人材育成 

・企業で働く基礎力を身につけるセミナーの実施 

・就労支援ブック（アセスメントシート）の作成 

○企業に対する支援 

・セミナーの開催（先進的事例の紹介、支援機関の紹介等） 

・企業内での仕事の切り出し、労務管理から採用までのコンサルティング 

○マッチング 支援者月合同面接会の開催 

○事例集  コンサルティング等を行った結果及び先進的事例を集めた事例集 

（10,000 部）を作成 

 

○実績 

 ・障害者向けセミナー：5日間 5 回、2日間 5回実施 受講者：70 名 

 ・企業向けセミナー：6回 受講者数：208 名  

 ・面接会：5回 参加企業数：73 社 求職者：83 名 

 ・就職（内定）者：33 名 

 

 
その他 内  容 備  考 

障害者就業・生活支援センタ

ーの設置拡充 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 知事が指定する社会福祉法人等が運営主体となって、就労支援と生活支援を専門に担当する

職員を 12 箇所の障害者就業・生活支援センターに配置し、職場定着が困難な障害のある人等

に対し、就業や日常生活上の相談支援を実施し、障害のある人に対する、地域における就業面

及び生活面での一体的な支援を推進していく。 
 

  圏域 施設の名称 設置年月日 
東三河南部 豊橋障害者就業・生活支援センター 平成 14 年 5 月 7日

知多半島 知多地域障害者就業・生活支援センター「ワーク」 平成16年 6月 28日

名古屋 なごや障害者就業・生活支援センター 平成 17 年 4 月 1日

西三河南部 西三河障害者就業・生活支援センター「輪輪」 平成 19 年 4 月 2日

尾張西部 尾張西部障害者就業・生活支援センター「すろーぷ」 平成 20 年 4 月 1日

尾張北部 尾張北部障害者就業・生活支援センター「ようわ」 平成 20 年 4 月 1日

尾張東部 尾張東部障害者就業・生活支援センター「アクト」 平成 21 年 4 月 1日

西三河北部 西三河北部障がい者就業・生活支援センター 平成 22 年 4 月 1日

海部 海部障害者就業・生活支援センター 平成23年 10月 1日

東三河北部 東三河北部障害者就業・生活支援センター「ウィル」 平成 24 年 4 月 1日

尾張中部 尾張中部障害者就業・生活支援センター 平成 25 年 4 月 1日

西三河南部西 西三河南部西障害者就業・生活支援センター「くるくる」 平成 26 年 4 月 1日
 

・平成２６年４月１日西三河南部西圏域設置により、全圏域設置済み 
・今後は、人口規模(障害者数)の大きな障害福祉圏域については、障害のある人の利便性

を考慮し、障害者就業・生活支援センターの複数設置を検討していく。 
 

県の機関における知的障害者

インターンシップ事業 

 県立特別支援学校から推薦を受けた生徒（高等部 1 年生及び 2 年生）を、県の機関において

職場実習を行う。 

 受入所属：地方機関を含む全ての県の機関 

 

実習実施状況 
 

年度 24 25 26 27 

実習生数 6 人 14 人 11 人 7 人
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その他 内  容 備  考 

障害者多数雇用事業所等への

物品等・役務の優先発注 

 県が物品等及び役務を調達する際、障害者雇用率が 4.0％以上の県内に本店を有する中小企

業又は県内の事業協同組合等に優先的な取扱いを行う。 

 平成 27 年度登録対象企業等：16 社（28 年 2 月時点） 

                                 

優先的調達実績（平成 26 年度） 
 

 指名競争入札等 随意契約 

件数 金額 件数 金額 

物品等 0 件 0 円 90 件 9,537,828 円

役務 0 件 0 円 44 件 5,576,566 円

第 3セクター方式による重度

障害者多数雇用企業の設立運

営 

 重度障害者や知的障害者に安定した雇用の場を創出するため、障害者雇用のモデル企業とし

て設立した、民間企業、本県及び名古屋市の共同出資による第 3セクター方式の重度障害者多

数雇用企業 2 社の運営指導を行う。 

   

 

 

企 業 名 愛知玉野情報システム㈱ 名古屋昭和建物サービス㈱ 

所 在 地 名古屋市東区葵 1-13-3 名古屋市昭和区下構町 1-4 

設立年月 昭和 62 年 10 月 平成元年 8月 

従業員数 22人（障害者14人うち重度12人） 65人（障害者11人うち重度8人）

障害者雇用対策強化部会の開

催 

 

県下の民間企業の障害者実雇用率が低迷しているため、関係機関が連携して今後実施する、

雇用率上昇に向けた施策の検討を行うため「障害者雇用対策強化部会」を設置し、障害者の雇

用の促進を図る。 

27 年度開催実績 5 月 29 日、12 月 11 日 
構 成 員：県産業労働部就業促進課、県健康福祉部障害福祉課、県教育委員会特別支援教育課、

愛知労働局、愛知障害者職業センター、なごや障害者就業・生活支援センター、日本労働組合総連

合会愛知県連合会、愛知県経営者協会、愛知県商工会議所連合会、愛知県商工会連合会、愛知県中

小企業団体中央会、愛知中小企業家同友会等 
障害者法定雇用率達成企業に

対する企画競争(プロポーザ

ル方式)での政策推進 

 

企画競争（プロポーザル方式）による委託先選定において、「障害者法定雇用率達成企業」

に対し加算を行う。 
・平成 26 年 10 月から愛知県産業労働部労政局で先行実施。県各部局に要請をしていく。 
・加算：2 点（愛知県ファミリーフレンドリー企業に登録有の場合は 5 点） 

 

知的障害者向けの職業訓練コ

ースの新設 

 名古屋高等技術専門校及び岡崎高等技術専門校に、平成２９年度から、知的障害者対象の

職業訓練コースを設置し、地域における知的障害者の就業を促進する。 
 平成２８年度は、開設のための準備を行う。 

設置コースの概要（予定） 

設 置 校 名古屋高等技術専門校 岡崎高等技術専門校 

住  所 名古屋市北区安井二丁目４－４８ 岡崎市美合町字平端２４ 

訓練科名 総合実務科 総合実務科 

訓練内容 
商品管理実習、清掃実習、事務補助実習、

介護補助実習 

商品管理実習、清掃実習、事務補助実習、

機械部品組付実習 

訓練定員 １０名 １０名 

訓練期間 １年（１，４００時間） １年（１，４００時間） 
 

 


